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◇　一　般　会　計 （第１２号）

補正前予算額 126,158,085千円から 894,141千円を減額し、

総額 125,263,944千円とする。

◎　歳　入

○ 地方交付税 1,709,933 千円

・ 普通交付税追加 1,709,933 千円

○ 使用料及び手数料 △ 6,151 千円

・ 市民プール使用料減 △ 6,151 千円

○ 国庫支出金 147,211 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）追加 114 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 126,250 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 65,305 千円

・ 子どものための教育・保育給付交付金追加 49,115 千円

・ 個人番号カード等交付事務補助金追加 39,414 千円

・ 社会保障・税番号制度システム整備費補助金追加 8,228 千円

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 43,035 千円

・ 子ども・子育て支援交付金減 △ 1,756 千円

・ 保育対策総合支援事業費補助金減 △ 25,795 千円

・ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金減 △ 163,800 千円

・ 保育士等処遇改善臨時特例交付金 30,814 千円

・ 疾病予防事業費等補助金減 △ 6,868 千円

・ 感染症予防事業費等補助金 2,020 千円

・ 社会資本整備総合交付金 △ 200 千円

　　　　　　（住宅・建築物安全ストック形成事業）減

・ 社会資本整備総合交付金（道路新設改良等工事費）追加 1,157 千円

・ 社会資本整備総合交付金（北野下富線道路築造費）追加 4,363 千円

・ 社会資本整備総合交付金 3,000 千円

　　　　　　（所沢カルチャーパーク建設費）追加　　　

・ マンション管理適正化・再生推進事業補助金減 △ 1,502 千円

・ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金減 △ 1,356 千円

・ 社会資本整備総合交付金（河川維持管理費） 1,800 千円

・ 要保護生徒援助費補助金減 △ 91 千円

議案第1号～第7号資料

令 和 ３ 年 度 補 正 予 算 概 要
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・ 衆議院議員選挙委託金減 △ 20,407 千円

・ ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点施設 △ 5,629 千円

事業委託金減

○ 県支出金 16,668 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険税軽減分）追加 7,736 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）追加 57 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 63,125 千円

・ 後期高齢者医療保険基盤安定負担金減 △ 20,903 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 32,652 千円

・ 子どものための教育・保育給付費負担金減 △ 2,756 千円

・ 県道所沢青梅線歩道整備負担金減 △ 58,351 千円

・ 東京2020オリンピックパラリンピックレガシー 1,300 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 創出事業補助金

・ ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策交付金 2,120 千円

・ 地域子育て支援拠点事業費補助金減 △ 1,346 千円

・ 一時預かり事業費補助金減 △ 3,689 千円

・ 実費徴収補足給付事業補助金減 △ 2,418 千円

・ 保育士宿舎借上補助事業費補助金減 △ 6,449 千円

・ 多子世帯保育料負担軽減支援事業補助金 630 千円

・ 健康増進事業費補助金減 △ 673 千円

・ 造血細胞移植後定期予防接種ワクチン 290 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再接種費用補助金

・ 農業委員会交付金追加 240 千円

・ 緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進事業補助金減 △ 1,000 千円

・ 多様な集団活動事業の利用支援事業費補助金 4,437 千円

・ 都市計画基礎調査委託金追加 1,666 千円

○ 寄附金 40,646 千円

・ 交通事故防止啓発事業等寄附金追加 250 千円

・ ふるさと応援寄附金追加 23,559 千円

・ 緑の基金寄附金追加 669 千円

・ 元町東子ども広場公有地化寄附金 13,168 千円

・ 農業費寄附金 3,000 千円
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○ 繰入金 △ 1,464,732 千円

・ 財政調整基金繰入金減 △ 1,437,242 千円

既計上額 3,135,209千円

・ 緑の基金繰入金減 △ 6,542 千円

・ 施設整備基金繰入金減 △ 20,948 千円

○ 諸収入 42,553 千円

・ 成人歯科検診収入減 △ 127 千円

・ 有価物売払収入追加 37,500 千円

・ 消防団員退職報償金受入金追加 5,180 千円

○ 市債 △ 1,380,269 千円

・ 保育施設整備事業債減 △ 3,100 千円

・ 清掃施設整備事業債追加 4,300 千円

・ 道路新設改良事業債減 △ 76,500 千円

・ 橋りょう整備事業債減 △ 74,800 千円

・ 北野下富線道路築造事業債減 △ 38,800 千円

・ 公園施設整備事業債減 △ 28,200 千円

・ 防災対策事業債追加 16,500 千円

・ 小学校施設整備事業債減 △ 12,800 千円

・ 中学校施設整備事業債減 △ 1,100 千円

・ 臨時財政対策債減 △ 1,165,769 千円

千円歳入合計 △ 894,141
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◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 議会費 △ 1,251 千円

◎ 弁護委託料 55 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 1,306 千円

○ 総務費 △ 217,056 千円

・ 会計年度任用職員社会保険料追加 11,973 千円

・ ふるさと応援基金積立追加 20,768 千円

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業 265 千円

　　（交通安全教育推進事業等の一環）

・ 水道事業会計負担金追加 5,867 千円

◎ 住民記録システム等改修事業 10,900 千円

　　（転出・転入手続ワンストップ化対応）

◎ 個人番号カード交付事業 39,414 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 306,243 千円

○ 民生費 △ 169,480 千円

◎ 障害福祉サービス事業（介護給付費） 106,000 千円

◎ 障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 139,000 千円

◎ 障害福祉サービス事業（計画等相談支援給付費） 7,500 千円

◎ 地域生活支援事業（日常生活用具費支援事業） 10,254 千円

◎ 地域生活支援事業（日中一時支援事業） 1,300 千円

・ 介護保険特別会計へ繰出 △ 20,200 千円

　　（事務費分）減

・ 後期高齢者医療特別会計へ繰出 △ 27,871 千円

　　（保険基盤安定分）減

・ 国民健康保険特別会計へ繰出

　　（保険基盤安定保険税軽減分）追加 10,315 千円

　　（保険基盤安定保険者支援分）追加 227 千円

　　（事務費分）減 △ 8,124 千円

　　（出産育児一時金分）追加 5,600 千円

　　（財政安定化支援事業分）減 △ 5,424 千円

　　（運営費分）減 △ 866,267 千円

◎ 障害児通所支援事業 129,513 千円

◎ 障害児相談支援事業 1,401 千円
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◎ 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業 5,698 千円

◎ 市外保育園保育実施委託事業 9,885 千円

◎ 特定教育・保育施設等給付費負担金事業 24,422 千円

◎ 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 24,617 千円

・ 国・県補助金等返還金 561,865 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 279,191 千円

○ 衛生費 △ 34,051 千円

◎ 小児科救急医療病院群輪番制事業 285 千円

・ 緑の基金積立追加 1,889 千円

◎ 4,283 千円

・ 国・県補助金等返還金 21,765 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 62,273 千円

○ 農林水産業費 240 千円

◎ 農地情報タブレット端末整備事業 240 千円

○ 商工費 △ 9,877 千円

・ 地域産業活性化基金積立 4,571 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 14,448 千円

○ 土木費 △ 287,175 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出追加 56,650 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 343,825 千円

○ 消防費 △ 3,891 千円

◎ 5,180 千円

◎ 風水害等に伴う緊急時対応事業 30 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 9,101 千円

○ 教育費 △ 133,979 千円

・ 燃料費追加（小学校運営費） 12,005 千円

・ 燃料費追加（中学校運営費） 13,947 千円

・ 燃料費追加（学校給食施設費） 2,224 千円

・ 国・県補助金等返還金 3,012 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 165,167 千円

用地購入事業（第２一般廃棄物最終処分場整備事業の一環）

消防団員退職報償金支給事業（入団促進事業の一環）
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○ 公債費 △ 37,621 千円

・ 総務債減（利子） △ 651 千円

・ 民生債減（利子） △ 185 千円

・ 衛生債減（利子） △ 10,717 千円

・ 商工債減（利子） △ 356 千円

・ 土木債減（利子） △ 10,715 千円

・ 消防債減（利子） △ 409 千円

・ 教育債減（利子） △ 9,645 千円

・ 臨時財政対策債減（利子） △ 4,659 千円

・ 減収補塡債減（利子） △ 284 千円

△ 894,141 千円

◎繰越明許費の補正

○ 追加　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

・ 無線ＬＡＮアクセスポイント整備事業

◎ 住民記録システム等改修事業

　　（転出・転入手続ワンストップ化対応）

◎ 用地購入事業

　　（第２一般廃棄物最終処分場整備事業の一環）

◎ 農地情報タブレット端末整備事業

・ 道路改良事業

・ 所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業）

・ 地域公共交通検討事業

・ 北野下富線道路築造事業

・ 所沢駅西口地区まちづくり事業

・ 日東地区まちづくり事業

◎債務負担行為の補正

○ 追加　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎ ワルツビル特別高圧変電設備更新工事負担金（事業概要調書は20ページ）

期　間 　令和4年度から令和5年度まで

限度額 　501千円

◎ 施設警備委託料（自転車保管場所2施設）（事業概要調書は24ページ）

期　間 　令和4年度から令和6年度まで

限度額 　555千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館・やなぎ児童館・ひかり児童館）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　2,112千円

歳出合計

58,000千円（事業概要調書は20ページ）

28,107千円（事業概要調書は20ページ）

240千円（事業概要調書は43ページ）

（事業概要調書は32ページ）

2,926千円（事業概要調書は20ページ）

10,900千円（事業概要調書は21ページ）

80,990千円（事業概要調書は38ページ）

121,000千円（事業概要調書は20ページ）

65,819千円（事業概要調書は20ページ）

35,300千円（事業概要調書は20ページ）

40,620千円（事業概要調書は20ページ）
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◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立ひばり児童館・つばめ児童館・さくら児童館）

期　間 　令和4年度から令和5年度まで

限度額 　3,960千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料

（所沢市立こばと児童館・つばき児童館・すみれ児童館・わかば児童館）

期　間 　令和4年度から令和6年度まで

限度額 　6,600千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン移送委託料（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　12,672千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン接種事務委託料（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　670,000千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備業務委託料（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　11,520千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン接種送迎業務委託料（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　30,360千円

◎ 東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は39ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　固定費17,757千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額

◎ 東部クリーンセンター人材派遣委託料（事業概要調書は40ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　14,740千円

◎ 西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は41ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　固定費4,177千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額

◎ 収集管理事務所人材派遣委託料（事業概要調書は42ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　23,932千円

（事業概要調書は32ページ）

（事業概要調書は32ページ）
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◎ 市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償（事業概要調書は44ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　200,472千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（事業概要調書は45ページ）

期　間 　令和4年度まで

限度額 　22,405千円

○ 変更　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立児童クラブ31施設）（事業概要調書は32ページ）

　　補正前 期 　間 令和4年度から令和7年度まで

限度額 132,528千円

　　補正後 期 　間 令和4年度から令和7年度まで

限度額 220,792千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立みどり児童館）（事業概要調書は32ページ）

　　補正前 期 　間 令和4年度から令和8年度まで

限度額 206,750千円

　　補正後 期 　間 令和4年度から令和8年度まで

限度額 214,780千円
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◇　交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 31,200千円に 17,760千円を追加し、

総額 48,960千円とする。

◎　歳　入

○ 共済会費収入 △ 8,793 千円

・ 共済会費収入減 △ 8,793 千円

○ 繰越金 26,553 千円

・ 前年度繰越金追加 26,553 千円

17,760 千円

◎　歳　出

○ 事業費 17,760 千円

・ 共済見舞金追加 17,760 千円

17,760 千円

◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第３号）

◎ 継続費の補正     年割額の変更

歳出合計

歳入合計

- 10 -



◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 1,070,455千円から 141,455千円 を減額し、

総額 929,000千円とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 13,533 千円

・ 社会資本整備総合交付金追加 13,533 千円

○ 繰入金 56,650 千円

・ 一般会計繰入金追加 56,650 千円

○ 市債 △ 124,700 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債減 △ 124,700 千円

○ 事業収入 △ 86,938 千円

・ 保留地処分金減 △ 86,938 千円

歳入合計 △ 141,455 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 事業費 △ 129,505 千円

◎ 所沢駅西口土地区画整理事業 84,000 千円

・ 下水管新設工事減 △ 3,400 千円

・ 物件移転等補償料減 △ 210,105 千円

○ 利子 △ 11,950 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債利子減 △ 11,950 千円

歳出合計 △ 141,455 千円

◎ 継続費の補正     年割額の変更

- 11 -



◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第４号）

補正前予算額 31,926,149千円に 461,630千円を追加し、

総額 32,387,779千円 とする。

◎　歳　入

○ 国民健康保険税 285,780 千円

・ 医療給付費分現年課税分追加 79,980 千円

・ 後期高齢者支援金分現年課税分追加 181,685 千円

・ 介護納付金分現年課税分追加 24,115 千円

○ 国庫支出金 16,799 千円

・ 災害臨時特例補助金追加 16,799 千円

○ 県支出金 390,663 千円

・ 保険給付費等交付金（普通交付金）追加 452,683 千円

・ 保険給付費等交付金（特別交付金） 11,200 千円

（特別調整交付金分（市町村向け））追加

・ 保険給付費等交付金（特別交付金） △ 73,220 千円

（特定健康診査等負担金分）減

○ 財産収入 526 千円

・ 利子及び配当金追加 526 千円

○ 繰入金 △ 232,138 千円

・ 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）追加 10,315 千円

・ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）追加 227 千円

・ 事務費繰入金減 △ 8,124 千円

・ 出産育児一時金等繰入金追加 5,600 千円

・ 財政安定化支援事業繰入金減 △ 5,424 千円

・ 運営費繰入金減 △ 866,267 千円

・ 国民健康保険財政調整基金繰入金追加 631,535 千円

歳入合計 千円461,630

- 12 -



◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 △ 8,124 千円

・ 窓口業務等委託料減 △ 4,924 千円

・ レセプト点検業務委託料減 △ 3,200 千円

○ 保険給付費 461,087 千円

◎ 一般被保険者療養給付費 452,683 千円

◎ 出産育児一時金 8,400 千円

◎ 出産育児一時金支払事務委託費 4 千円

○ 共同事業拠出金 3 千円

◎ 共同事業事務費拠出金 3 千円

○ 保健事業費 △ 84,568 千円

・ 生活習慣病重症化予防対策事業負担金減 △ 8,000 千円

・ 健康診断補助金減 △ 5,700 千円

・ 手数料減 △ 1,477 千円

・ 特定健康診査等委託料減 △ 69,391 千円

○ 基金積立金 526 千円

・ 国民健康保険財政調整基金積立金 526 千円

○ 諸支出金 92,706 千円

・ 国庫補助金等返還金追加 135 千円

・ 保険給付費等交付金償還金追加 92,571 千円

歳出合計 千円461,630

- 13 -



◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 27,135,993千円から 20,200千円を減額し、

総額 27,115,793千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 20,200 千円

・ 事務費繰入金減 △ 20,200 千円

△ 20,200 千円

◎　歳　出

○ 総務費 △ 20,200 千円

・ 費用弁償減 △ 6,600 千円

・ 手数料減 △ 9,800 千円

・ 介護保険訪問調査委託料減 △ 3,800 千円

△ 20,200 千円

◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 5,077,292千円から 27,871千円を減額し、

総額 5,049,421千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 27,871 千円

・ 保険基盤安定繰入金減 △ 27,871 千円

△ 27,871 千円

◎　歳　出

○ 後期高齢者医療広域連合納付金 △ 27,871 千円

・ 保険基盤安定納付金減 △ 27,871 千円

△ 27,871 千円

歳入合計

歳出合計

歳入合計

歳出合計

- 14 -



（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 126,158,085 125,263,944 △ 894,141

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 31,200 48,960 17,760

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 218,031 218,031 0

所沢駅西口土地区画整理特別会計 1,070,455 929,000 △ 141,455

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31,926,149 32,387,779 461,630

介 護 保 険 特 別 会 計 27,135,993 27,115,793 △ 20,200

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5,077,292 5,049,421 △ 27,871

 ○令和３年度　補正予算比較表

-
 
1
5
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

議会費 弁護委託料 55 議会事務局 19

総務費 ワルツビル特別高圧変電設備更新工事負担金 - 管財課 20

住民記録システム等改修事業（転出・転入手続ワンストップ化対応） 10,900 市民課 21

個人番号カード交付事業 39,414 　　〃 22

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全教育推進事業等の一環） 265 防犯交通安全課 23

自転車保管場所施設警備委託事業（放置自転車対策事業の一環） - 　　〃 24

民生費 障害福祉サービス事業（介護給付費） 106,000 障害福祉課 25

障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 139,000 　　〃 26

障害福祉サービス事業（計画等相談支援給付費） 7,500 　　〃 27

地域生活支援事業（日常生活用具費支援事業） 10,254 　　〃 28

地域生活支援事業（日中一時支援事業） 1,300 　　〃 29

障害児通所支援事業 129,513 こども福祉課 30

障害児相談支援事業 1,401 　　〃 31

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業 5,698 青少年課 32

市外保育園保育実施委託事業 9,885 保育幼稚園課 33

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 24,422 　　〃 34

保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 24,617 　　〃 35

令和３年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
1
6
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

衛生費 小児科救急医療病院群輪番制事業 285 保健医療課 36

新型コロナウイルスワクチン接種事業 - 健康管理課 37

用地購入事業（第２一般廃棄物最終処分場整備事業の一環） 4,283 資源循環推進課 38

東部クリーンセンターストックマネジメント推進事業 - 東部クリーンセンター 39

搬入ごみ受入事業（東部クリーンセンター人材派遣委託） - 　　〃 40

西部クリーンセンター長期包括運営事業 - 西部クリーンセンター 41

ごみ収集事業（収集管理事務所人材派遣委託） - 収集管理事務所 42

農林水産業費 農地情報タブレット端末整備事業 240 農業委員会事務局 43

土木費 市内循環バス（ところバス）運行事業 - 都市計画課 44

地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業 - 　　〃 45

消防費 消防団員退職報償金支給事業（入団促進事業の一環） 5,180 危機管理室 46

風水害等に伴う緊急時対応事業 30 　　〃 47

-
 
1
7
 
-



会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

所沢駅西口土地区画整理事業 84,000 所沢駅西口区画整理事務所 48

国民健康保険特別会計 一般被保険者療養給付費 452,683 国民健康保険課 49

出産育児一時金 8,400 　　〃 50

出産育児一時金支払事務委託費 4 　　〃 51

共同事業事務費拠出金 3 　　〃 52

令和３年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

所沢駅西口土地区画整
理特別会計

-
 
1
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 議会事務局

1 1 1 説明 議会事務費

事業名 弁護委託料

事業費総額 ５５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
市民参加・情
報共有

基
本
方
針

市民参加の推進
コード 721

根拠法令等 ―

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和3年3月16日に提起された裁判（陳情書の処理に係る慰謝料を求める訴
え）の第二審が終了し、弁護費用の支払が生じたため、弁護委託料について補
正するものである。

【訴訟経過】
　令和3年 5月 6日：口頭弁論期日呼出状及び答弁書催告状の収受
　　　 　 5月26日：訴訟代理人選任
　　　 　 6月17日：口頭弁論（所沢簡易裁判所）
　　　 　 7月15日：第一審の判決の言渡し（原告側の請求を棄却）
　　　 　 7月25日：原告側より控訴
　　　 　 9月 1日：訴訟代理人選任
　　　 　10月28日：口頭弁論（さいたま地方裁判所）
　　　　 12月23日：第二審の判決の言渡し（控訴人側の請求を棄却）
  令和4年 1月12日：第二審の判決が確定

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 63 弁護委託料 55

計 55
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

  他の自治体においても、訴訟に対応するため、必要な予算措置を講じている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 財務部　管財課

2 1 5 説明 財産維持管理費

事業名 ワルツビル特別高圧変電設備更新工事負担金
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

基
本
方
針

商工業者等の経営基盤の強
化コード 522

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

　本市は、ワルツビルの区分所有権を保有しており、毎年、持分に応じた維持
管理費を同ビルを管理する株式会社ワルツ所沢に支払っている。今回、ワルツ
ビルにおいて特別高圧変電設備更新工事を行うに当たり、その費用の支出に係
る契約を令和3年度中に締結するため、債務負担行為を設定するものである。

＜実施スケジュール＞
　令和4年3月：契約締結
　令和4年4月：工事着工
　令和5年4月：竣工予定

【債務負担行為】
　・事　項：ワルツビル特別高圧変電設備更新工事負担金
　・期　間：令和4年度から令和5年度まで
　・限度額：501千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、所有権の持分に応じて負担金等を支出している。 令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

なし

歳出 266 235

-
 
2
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2

根拠法令等 住民基本台帳法

事業名 住民記録システム等改修事業（転出・転入手続ワンストップ化対応）

事業費総額 １０,９００

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

3 1

コード 744

説明 戸籍住民基本台帳事務費

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
社会保障・税番号制度シス
テム整備費補助金

8,228

行政経営

節 細 　節 　名 　称

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

8,228計
予算額(千円)

12 52 住民記録システム等改修委託料 10,564

12 83
住基ネットワークシステム改修委託
料

336

細節

歳入

計 10,900
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

なし

本事業は、住民基本台帳法の一部改正に伴い、マイナポータル（国運営のオ
ンラインサービスポータルサイト）からマイナンバーカードを用いて、オンラ
イン上で転出の届出及び転入予約の手続を可能にするため、住民記録システ
ム・住民基本台帳ネットワークシステムの改修を行うものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和4年度に繰り越すものであ
る。
（国補助：補助率10/10、上限あり）

【実施概要】
　  法改正に対応したアプリケーションの適用及び適用に当たっての準備・検
  証作業

　法に基づく制度改正のため、全国の自治体において同様の事業を実施する。

歳出

-
 
2
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 39,414
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 44 個人番号カード等交付事務交付金 39,414

　本事業は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律に基づき、市民に対し個人番号カード（マイナンバーカード）の交付
促進を図るものである。
　個人番号カード等の交付事務については、地方公共団体情報システム機構(J-
LIS)に委任しており、当該事務に係る経費を個人番号カード等交付事務交付金
として交付している。
　当初見込みに比べ、個人番号カードの申請件数の増加に伴い事務経費が増加
したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額する
ものである。
（国補助：補助率10/10）

　年度末見込額　　　124,414,000円
　当初予算額　 －)   85,000,000円
　補正額　　　　　　 39,414,000円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
個人番号カード等交付事務
補助金

39,414

39,414

行政経営

基
本
方
針

情報セキュリティ対策の充
実コード 745

根拠法令等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律、住民基本台帳法

事業名 個人番号カード交付事業
なし

事業費総額 ３９,４１４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

-
 
2
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 265
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品や備品の整
備を行っている。

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

17 02 事業用備品費 69

250

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 196

市内の団体から寄附の申し出があり、所沢市の交通事故防止に役立てて欲し
いとの寄附者の意向に沿い、交通安全教育推進事業等の一環として、子ども等
の交通事故防止につなげるための消耗品及び備品を購入するものである。

【購入物品】
　・消耗品：交通安全教室で使用する横断歩道を模したマット4枚、各季交通安
　　　　　　全運動期間等に配布する反射材1,300個
　・備　品：交通安全教室で使用する交通安全啓発用ＤＶＤ1本

【これまでの取組】
　・令和元年度：消耗品としてサイクルリフレクター1,200個及び反射材2,000
　　　　　　　　個、備品として交通安全啓発用ＤＶＤ1本
　・令和2年度 ：消耗品として自転車ライト504個、反射シール500枚及び反
　　　　　　　　射材1,100個、備品として交通安全啓発用ＤＶＤ1本

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄
附金

250

基
本
方
針

交通安全意識の向上
コード 181

根拠法令等 交通安全対策基本法、所沢市交通安全計画

事業名 交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全教育推進事業等の一環）

事業費総額 ２６５ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 交通対策費

-
 
2
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 185 185 185

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて同様の事業を実施している。 令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

自転車保管場所の施設警備委託について、令和3年度末をもって契約期間が満
了となることから、新たに令和4年度からの3年間を期間とする施設警備を委託
するため、債務負担行為を設定するものである。

【委託概要】
　・対象施設：喜多町自転車駐車場内自転車保管場所及び北野自転車保管場所
　・内　　容：施設の機械警備業務

【債務負担行為】
　・事　項：施設警備委託料（自転車保管場所2施設）
　・期　間：令和4年度から令和6年度まで
　・限度額：555千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

交通安全

基
本
方
針

放置自転車対策の推進
コード 182

根拠法令等 ―

事業名 自転車保管場所施設警備委託事業（放置自転車対策事業の一環）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 自転車対策費

-
 
2
4
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

なし

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（障害者総合支援法）に基づき、障害者が生活を送る上での必要な介護等に対
し、サービスを提供した事業者にサービス費を支給するものである。

当初見込みに比べ、サービス利用者が増加したことにより、予算額の不足が
見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【サービスの種類】
　　居宅介護、生活介護、短期入所、施設入所支援等

【利用者が増加した主なサービス】
　・生活介護　　　　  　　[当初]　　　　 [年度末見込]
　    利用者数　           586人  →          　598人
　　  見込額　　 1,532,976,000円　→　1,620,353,212円
　・施設入所支援　　　　　[当初]　　　　 [年度末見込]
      利用者数　           176人  →        　  189人
　　  見込額　　 　344,256,000円  →    364,771,541円

　年度末見込額　　　2,676,475,000円
　当初予算額　　－）2,570,475,000円
　補正額　　　　　　　106,000,000円

歳出

計 106,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

106,000

計 79,500

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 32 介護給付費

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

26,500

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

53,000

障害者支援費

133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

事業名 障害福祉サービス事業（介護給付費）
なし

事業費総額 １０６,０００ 千円

自立した生活支援の充実
コード

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明

-
 
2
5
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

自立した生活支援の充実
コード

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明

事業名 障害福祉サービス事業（訓練等給付費）
なし

事業費総額 １３９,０００ 千円

障害者支援費

133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

69,500

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

34,750

計 104,250

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 33 訓練等給付費 139,000

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

なし

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（障害者総合支援法）に基づき、障害者が身体機能や生活能力の向上のための
訓練を受けた際に、サービスを提供した事業者にサービス費を支給するもので
ある。

当初見込みに比べ、サービス利用者が増加したことにより、予算額の不足が
見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【サービスの種類】
　　共同生活援助、就労継続支援A型、B型等

【利用者が増加した主なサービス】
　・共同生活援助　　  　　[当初]　　　　[年度末見込]
　  　利用者数　           200人  →        　243人
　　  見込額　　 　480,000,000円　→　590,955,629円
　・就労継続支援B型　　 　[当初]　　　  [年度末見込]
      利用者数　           590人  →        　631人
　　  見込額　　 　892,080,000円  →  913,892,347円

　年度末見込額　　　1,973,128,000円
　当初予算額　　－）1,834,128,000円
　補正額　　　　　　　139,000,000円

歳出

計 139,000

-
 
2
6
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（障害者総合支援法）に基づき、障害者が障害福祉サービスを利用するに当た
り、指定特定相談支援事業所からサービスの利用計画作成等の支援を受けた際
に、サービスを提供した事業者にサービス利用計画費を支給するものである。

当初見込みに比べ、年間の利用件数が増加したことにより、予算額の不足が
見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

　　　　　　　　　　[当初]　　　　　　[年度末見込]
　年間利用件数　　　6,237件　　 →      6,737件

　年度末見込額　　  101,062,000円
　当初予算額　　－） 93,562,000円
　補正額　　　　　　　7,500,000円

歳入
令和5年度(千円)

計

県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

歳出

計 7,500
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 35 計画等相談支援給付費 7,500

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

5,625

基
本
方
針

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

3,750

17

自立した生活支援の充実

1,875

障害者支援費

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事業名 障害福祉サービス事業（計画等相談支援給付費）
なし

事業費総額 ７,５００ 千円

コード 133

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明

-
 
2
7
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 10,254
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

10,254

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 77 日常生活用具給付費補助金

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

社会参加の促進と協働の推
進コード 132

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
重度障害者等日常生活用具費支給事業実施要綱

事業名 地域生活支援事業（日常生活用具費支援事業）

事業費総額 １０,２５４ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

　本事業は、重度障害者の日常生活用具購入に要する費用を支給することによ
り、日常生活の便宜を図るとともに福祉の増進に資することを目的とするもの
である。
　当初見込みに比べ、日常生活用具利用者が増加したことにより、予算額の不
足が見込まれることから不足分について増額するものである。

 【利用者が増加した日常生活用具】
　 ・排泄管理支援用具        [当初]           [年度末見込]
       利用者数　　　　  　　 500人    →　　　　 　585人
       見込額　　　　  58,320,000円    →    68,573,580円

 
    年度末見込額      80,414,000円
    当初予算額    －) 70,160,000円
　  補正額　　　　　　10,254,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
2
8
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

  法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

なし

歳入
歳出

計 1,300
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 95 日中一時支援事業費補助金 1,300

本事業は、障害者の介護者の日常生活の支援を図るため、一時的に見守りが
必要となる障害者の日中における保護及び生活の場を確保するものである。

当初見込みに比べ、サービス利用者の増加に伴い利用時間が増加したことに
により、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額するものであ
る。

                 　　　　　[当初]       　　[年度末見込]
   年間利用人数　　 　　　　　500人　　　　　　　 517人
　 年間利用時間　　　　　11,000時間    →　　12,200時間
　
   年度末見込額　　　　12,420,000円
   当初予算額　　 －)  11,120,000円
   補正額　             1,300,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

社会参加の促進と協働の推
進コード 132

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、所沢市障害者日中一時支
援事業実施要綱、所沢市障害者の家族に対するレスパイトケア事業実施要綱

事業名 地域生活支援事業（日中一時支援事業）

事業費総額 １,３００ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
2
9
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

章
子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

コード 221

根拠法令等 児童福祉法

事業名 障害児通所支援事業

事業費総額 １２９,５１３ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 64,605

基
本
方
針

障害児支援の充実

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金 障害児通所給付費等負担金

歳
　
　
　
出

節

32,302

96,907計
細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 302

18 32 障害児通所給付費 129,211

計 129,513
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

本事業は、障害児が通所施設において日常生活における基本的な動作の指導
や訓練等を受けた場合に、その保護者へ給付費を支給し、障害児の地域での自
立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図るものである。

当初見込みに比べ、児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用日数が増
加したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額す
るものである。
（障害児通所給付費　国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)

【手数料】
　　　　　　　 　 [当初] 　    [年度末見込]
　年間件数　　 　18,050件　→ 　20,565件
　年度末見込額　　    　　2,456,000円
　当初予算額　　    　－）2,154,000円
　補正額　　　　　　    　　302,000円

【障害児通所給付費】
　　　　　　　　　[当初] 　    [年度末見込]
　年間利用日数　 119,394日　→  131,885日
　年度末見込額　　　　1,325,662,000円
　当初予算額　 　 －）1,196,451,000円
　補正額　　　　　　    129,211,000円

歳入
歳出

-
 
3
0
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,401
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 34 障害児相談支援給付費 1,401

　本事業は、障害児が通所施設を利用するに当たり、支援利用計画等が必要と
なることから、その作成に対する費用を相談支援事業所に給付することにより
障害児の地域での自立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図る
ものである。
　当初見込みに比べ、児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用件数が増
加したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額す
るものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)
 
　　　　　　　　　　 [当初] 　    [年度末見込]
　年間利用件数　　　 1,226件　 →　 1,300件

　年度末見込額　　　　　24,234,000円
　当初予算額　 　　 －）22,833,000円
　補正額　　　　　　     1,401,000円

17 県支出金 障害児通所給付費等負担金 350

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 700

1,050

基
本
方
針

障害児支援の充実
コード 221

根拠法令等 児童福祉法

事業名 障害児相談支援事業

事業費総額 １,４０１ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

-
 
3
1
 
-



款 項 目 08

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 29,964 27,852 25,872

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円)

12 51
放課後児童健全育成事業委託料
（放課後児童健全育成費）

1,023

令和6年度(千円)

5,698

52
児童クラブ施設管理委託料
（放課後児童健全育成費）

3,399

計

歳入 24,970 18,568 17,248

12

歳
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31
児童館施設管理委託料
（児童館運営費）

1,276

16 国庫支出金
保育士等処遇改善臨時特例
交付金

5,698

計 5,698

根拠法令等
令和3年度保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要綱（国）、放課後
児童支援員等処遇改善臨時特例事業実施要綱（国）

　他の自治体においても、同様の事業を実施する。

なし

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

放課後児童健全育成費・05児童館運営費 　
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立こばと児童館、
　　　　　　つばき児童館、すみれ児童館、わかば児童館）
　・期　間：令和4年度から令和6年度まで
　・限度額：6,600千円（追加分）

　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立児童クラブ
            31施設）
　・期　間：令和4年度から令和7年度まで
　・限度額：88,264千円（変更増額分）

　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立みどり児童館）
　・期　間：令和4年度から令和8年度まで
　・限度額：8,030千円（変更増額分）

事業名 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業

事業費総額 ５,６９８ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

本事業は、国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和3年11月19日
閣議決定）」を受け、放課後児童支援員等の処遇改善のために賃金改善を行う事業
者に対して、改善相当分の経費を支給するものである。

また、令和4年度以降も継続して実施することから、児童クラブ指定管理委託料
及び児童館指定管理委託料の債務負担行為について、追加及び変更を行うものであ
る。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・対象施設：児童館生活クラブ及び公設・民設民営児童クラブ（53施設70支援）
　・支給対象：放課後児童クラブに勤務する職員（常勤・非常勤の合計376人）
　・支 給 額：常勤1人当たりの限度額11,000円/月
　・支給内訳：児童館生活クラブ　：1,276,000円　 80人
　　　　　　　公設民営児童クラブ：3,399,000円　226人
　　　　　　　民設民営児童クラブ：1,023,000円　 70人
　・実施時期：令和4年2月から3月まで

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館、やなぎ
　　　　　　児童館、ひかり児童館）
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：2,112千円（追加分）

  ・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立ひばり児童館、つばめ
　　　　　　児童館、さくら児童館）
　・期　間：令和4年度から令和5年度まで
　・限度額：3,960千円（追加分）

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1・4 説明

-
 
3
2
 
-



款 項 目 01 ③ 市民参加の実施の有無とその内容

　なし

① 事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤ その他 (その他必要事項及び添付資料)

　なし

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳入

　保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。
　本事業は、本市に転入した市民が引き続き前住所地の民間保育園を利用する
等、他の市区町村の民間保育園を利用した場合に、利用先の施設に対して公定
価格に基づく支給認定保育の実施に要する費用を委託料として支払うものであ
る。
　当初見込みに比べ、利用児童数の増加により、予算額の不足が見込まれるこ
とから不足分について増額するものである。
（国補助：補助率57.72/100・1/2、県負担：負担率1/4・21.14/100）

　　　　　　　　　　　[当初]　　　 [年度末見込]
　利用児童数       　　302人　　→　　412人

  年度末見込額　  　　　　　　 48,971,000円
　予算現額　　　  　－）　　　 39,086,000円
　補正額　　　  　　　　　　　  9,885,000円

歳出

計

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

9,885

予算額(千円)

12 32 市外保育園保育実施委託料 9,885

節 細節 細 　節 　名 　称

1,762

6,008計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

歳
　
　
　
出

総合計画の体系

コード 232

予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

4,246

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 市外保育園保育実施委託事業

2

事業費総額 ９,８８５

2 説明 児童福祉運営費

章
子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

千円

-
 
3
3
 
-



款 項 目 01 ③ 市民参加の実施の有無とその内容

　なし

① 事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤ その他 (その他必要事項及び添付資料)

　なし

章
子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業

事業費総額 ２４,４２２ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

11,563

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

歳
　
　
　
出

節

4,981

16,544計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 42 特定教育・保育施設等給付費負担金 24,422

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳入

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

　保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（私立保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。
  当初見込みに比べ、利用児童数の増加により、予算額の不足が見込まれるこ
とから、不足分について増額するものである。
（国補助：補助率57.72/100・1/2、県負担：負担率1/4・21.14/100）

【対象施設】
　・施設型給付　　：幼稚園、認定こども園
　　　　　　　　　　市外公立保育園（本市に転入した市民が引き続き前住所
　　　　　　　　　　地の公立保育園を利用する場合等による）
　・地域型保育給付：小規模保育事業及び事業所内保育事業

    　　　　　　　　[当初]　　　 [年度末見込]
　利用児童数    　 22,788人　→　　23,024人
　
　年度末見込額　　　　　　2,064,951,000円
　予算現額　　　　－）　　2,040,529,000円
　補正額　　　　　　　　　　 24,422,000円

歳出

計 24,422

-
 
3
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

なし

事業費総額 ２４,６１７ 千円

【実施概要】
　・対象施設：保育所、新制度幼稚園、認定こども園及び地域型保育事業所
　・補 助 額：施設の種別、定員及び年齢別平均利用児童数を基に施設ごとに
              算出
　・補助内訳：保育所　　　　　 15,312,620円　36園
　　　　　　　新制度幼稚園　　  　635,420円　 2園
　 　　　　　 認定こども園　 　 4,685,060円　 8園
　            地域型保育事業所  3,983,720円　22園
　             (小規模保育施設)
　・実施時期：令和4年2月から3月まで

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

基
本
方
針

事業名 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等
令和3年度保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要綱（国）、保育
士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業実施要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

本事業は、国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和3年11月19
日閣議決定）」を受け、保育士・幼稚園教諭等の処遇改善のために賃金改善を
行う保育所等に対して、改善相当分の補助金を交付するものである。
　（国補助：補助率10/10）

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
保育士等処遇改善臨時特例
交付金

24,617

計 24,617

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 91
保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時
特例事業費補助金

24,617

計 24,617
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、同様の事業を実施する。 令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
5
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、埼玉県地域保健医療計画に基づき、休日及び夜間における入院治
療を必要とする小児の重症救急患者の救急医療の確保を目的に、県内14地区の
第二次救急医療圏ごとに輪番制により実施している。

本市、狭山市及び入間市の3市で構成している所沢地区においては、当該事業
に対する県からの補助金と、3市の負担金を合わせ、幹事市である狭山市が、事
業実績に基づき各病院へ支払を行っている。

令和2年度まで担当病院が不在であった第2・第4日曜日（夜間）及び第5日曜
日（昼間・夜間）について、令和3年6月13日から担当する病院（埼玉石心会病
院）の協力が得られたことから、事業費を増額するものである。

埼玉県地域保健医療計画に基づき、県内の他自治体においても、同様の事業
を実施している。 歳入

歳出

計 285
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 41 小児科救急医療病院群輪番制負担金 285

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節

２８５ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

救急医療の充実

1 説明 休日診療対策費

コード 331

根拠法令等
埼玉県地域保健医療計画、小児救急医療施設運営費補助金交付要綱（県）、
所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関する協定書

事業名 小児科救急医療病院群輪番制事業

事業費総額

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節 地域医療

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　保健医療課

4 1

-
 
3
6
 
-



款 項 目 05

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 1,500,210

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入 1,500,210

計

令和3年9月22日付厚生労働省通知「新型コロナワクチン追加接種（3回目接
種）の体制確保について」により、ワクチンの追加接種を実施することとな
り、接種の期間が令和4年9月30日に延長されるとともに、新たに5～11歳の小児
についても対象となることが示されたことから、本市においても、ワクチンの
接種事業を実施するものである。

集団・個別接種に係る新型コロナウイルスワクチン移送委託、新型コロナウ
イルスワクチン接種事務委託、新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備
業務委託及び新型コロナウイルスワクチン接種送迎業務委託については、令和4
年度当初から継続して実施する必要があるため債務負担行為を設定するもので
ある。

【債務負担行為】
　・事　項：新型コロナウイルスワクチン移送委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：12,672千円

　・事　項：新型コロナウイルスワクチン接種事務委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：670,000千円

　・事　項：新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備業務委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：11,520千円

なし

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称

予算額(千円)

　
　・事　項：新型コロナウイルスワクチン接種送迎業務委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：30,360千円

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を
実施する。

早期発見・疾病
予防

基
本
方
針

予防接種・感染症の情報提
供

根拠法令等
予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業実施
要綱（国）、所沢市新型コロナウイルスワクチン接種計画

事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
コード 321

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 新型コロナウイルスワクチン接種事業費

節 細節 細 　節 　名 　称

歳
　
出

予算額(千円)

歳
　
入

科 目 名 称

計

-
 
3
7
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

【繰越額】

【繰越対象地】
　・処分場用地
　　　　　地権者数：2名／筆数：2筆／面積：1,513.29㎡
　・搬出入道路用地
　　　　　地権者数：4名／筆数：6筆／面積：　803.01㎡

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 2 説明 一般廃棄物最終処分場整備費

事業名 用地購入事業（第２一般廃棄物最終処分場整備事業の一環）
　処分場建設に関する地元自治会協議会をはじめ、関係者との緊
密な連携と相互理解を深めることに努め、合意形成を図りながら
計画を進めていく。

事業費総額 ４,２８３ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量及び適
正処理に関する条例

計

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 清掃施設整備事業債 4,200

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

21 02 物件移転等補償料 4,283

予算額 補正額 計  左のうち繰越額

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

4,200

138,415 74,809

歳
　
　
　
出

節 細節

（千円）

物件移転等補償料 5,918 4,283 10,201 6,181
用地購入費 138,415 0

計 144,333 4,283 148,616 80,990

計 4,283
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

第2一般廃棄物最終処分場は、令和7年10月の供用開始を目指し、処分場及び
搬出入道路の用地購入を実施しているが、搬出入道路の線形が確定し、補償対
象物件が増加したことから予算額の不足が見込まれるため、その費用について
増額するものである。

また、処分場用地の駐車場について、当該地権者からの代替の希望に沿うた
め、農地に係る手続に時間を要しており、年度内における購入が困難となった
ことから、用地購入に関する事業予算を令和4年度に繰り越すものである。

　栃木県宇都宮市において、被覆型最終処分場（エコパーク下横倉）が建設さ
れている。
　（竣工：令和元年度、埋立期間：15年、埋立容量：約290,000㎥）

なし

歳入
歳出

-
 
3
8
 
-



款 項 目 03

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費 　【債務負担行為】
　　※既契約分
　　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　　・期　間：平成30年度から令和17年度まで
　　　・限度額：固定費24,840,000千円及び変動費（ごみ処理量に応じ
                た処理費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加
                えた額

　　※変更契約分（令和3年度設定分）
　　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　　・期　間：令和4年度まで
　　　・限度額：固定費17,757千円と変動費の追加額を合計した額に消
　　　　　　　　費税及び地方消費税を加算した額

②他自治体の類似する政策等(他の自治体の類似する政策等との比較検討)
　 【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含む。
     ・岡山県倉敷市：水島清掃工場（21年間）
     ・三重県鈴鹿市：鈴鹿市清掃センター（17年間）
     ・鳥取県米子市：米子市クリーンセンター（15年間）

③市民参加の実施の有無とその内容
　 なし

事業名 東部クリーンセンターストックマネジメント推進事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

本事業は、東部クリーンセンターにおいて、ライフサイクルコストを低減す
るための技術的体系及び管理手法であるストックマネジメントを用いて、現在
の性能水準を保つため、国の交付金を活用した施設の延命化工事を実施すると
ともに、安定した質の高い施設運営や用役等調達コストの削減及び施設運営の
効率性の向上を図るため、長期包括的な運営委託を実施しているものである｡

この度、物価変動に伴い、令和4年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、東部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第47条の規定に基づき変更契約を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。
（国補助：補助率 継続費のうち交付対象事業費の1/2）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

細節 細 　節 　名 　称

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

予算額(千円)
【これまでの主な取組】
　・ストックマネジメント計画策定 　　　　　　　　　 　　　　（平成26年度)
　・電気計装設備賃貸借契約(債務負担行為)　　　　　　　　（平成26年度から)
　・長寿命化総合計画策定　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年度)
　・長期包括管理運営方針調査報告書作成　　　　　　　　　　　（平成27年度)
　・延命化工事及び長期包括運営委託の要求水準書等作成　　　　（平成28年度)
　・事業者選定委員会条例制定　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年度)
　・延命化工事及び同工事監理業務委託契約締結　　　　　　　　（平成29年度)
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託契約締結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度)
  ・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託（平成30年度から)

計

歳
　
出

節 予算額(千円)

計

歳出 1,447,005 1,338,423 1,665,420

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

-
 
3
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費

事業名 搬入ごみ受入事業（東部クリーンセンター人材派遣委託）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関
する法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

東部クリーンセンターにおける家庭系・事業系ごみの受入業務について、職
員の定年退職等に伴う欠員に対応し、安定的な業務体制の維持・確保を目的と
して、確実に人材が確保できる労働者派遣事業者を活用するため、債務負担行
為を設定するものである。

【実施概要】
　・派遣人数：3人

【債務負担行為】
　・事　項：東部クリーンセンター人材派遣委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：14,740千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内では、川越市、狭山市、深谷市等において、ごみ受入業務等を受注した
委託業者が人材派遣を活用している。

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

なし

歳出 14,740

-
 
4
0
 
-



款 項 目 04

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　西部クリーンセンター

4 2 2 説明 西部クリーンセンター費 　【債務負担行為】
　　※既契約分
　　　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　　・期　間：平成30年度から令和13年度まで
　　　・限度額：固定費12,054,000千円及び変動費（ごみ処理量に応じ
       　       た処理費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加
        　      えた額

　　※変更契約分（令和3年度設定分）
　　　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　　・期　間：令和4年度まで
　　　・限度額：固定費4,177千円と変動費の追加額を合計した額に消
　　　　　　　　費税及び地方消費税を加算した額

事業名 西部クリーンセンター長期包括運営事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

本事業は、西部クリーンセンターにおいて、施設の運転管理、用役調達、維
持補修等の施設運営業務を包括的に委託するものである。本事業により、安定
した質の高い施設運営及び用役等調達コストの削減並びに施設運営の効率性の
向上を図ることができる。

この度、物価変動に伴い、令和4年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、西部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第44条の規定に基づき変更契約を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含まない。
　・千葉県浦安市：クリーンセンター（10年間）
　・高知県四万十町：クリーンセンター銀河（10年間）
　・富山県射水市：クリーンピア射水（5年間）

【これまでの主な取組】
　・長期包括運営委託の業務範囲、リスク分担の検討　　　　 (平成28年度)
　・長期包括運営委託の要求水準書等作成　　　　　　　　　 (平成29年度)
　・長期包括運営委託契約締結 　　　　　　　　　　　　　  (平成29年度)
　・長期包括運営委託に係るモニタリング業務委託締結　　　 (平成29年度)
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託 (平成30年度から)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

なし

歳入
歳出 1,080,047 919,396 944,278

-
 
4
1
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　収集管理事務所

4 2 2 説明 収集管理事業費

事業名 ごみ収集事業（収集管理事務所人材派遣委託）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関
する法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

収集管理事務所における家庭ごみ収集運搬業務について、職員の定年退職等
に伴う欠員に対応し、安定的な業務体制の維持・確保を目的として、確実に人
材が確保できる労働者派遣事業者を活用するため、債務負担行為を設定するも
のである。
 
【実施概要】
　・派遣人数：5人

【債務負担行為】
　・事　項：収集管理事務所人材派遣委託料
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：23,932千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

東京都杉並区、中野区、千代田区等において、同様に家庭ごみ収集運搬業務
で人材派遣を活用している。

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

なし

歳出 23,932

-
 
4
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 240
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

国の事業によるものであり、全ての自治体においてタブレット端末を導入予
定である。

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

240

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

17 02 事業用備品費 240

農業委員会で管理している農地情報は、台帳の整備に加え、国によるオンラ
イン上の情報公開システムでの公表が農地法により義務付けられている。

今般、農地情報の検索や更新に資するため、国の情報収集等業務効率化支援
事業によるタブレット端末の導入が全国の農業委員会に求められており、その
支援のための農林水産関係補正予算が成立した。

本事業は、タブレット端末を導入し、農地利用状況調査等において、現地で
農地情報や農地の出し手・受け手の意向を確認し、国の情報公開システムへの
情報更新を可能にすることで、農地の集積・集約化に寄与し、業務の電子化及
び効率化を図るものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和4年度に繰り越すものであ
る。
（県補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・導入台数：タブレット端末6台

計
④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金 農業委員会交付金 240

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来を見つ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 農地法

事業名 農地情報タブレット端末整備事業
なし

事業費総額 ２４０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 農業委員会事務局

6 1 1 説明 農業委員会事務費

-
 
4
3
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 200,472

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
近隣市では、川越市において、本市と同規模の市内循環バス運行事業を実施

している。
歳入

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

本事業は、高齢者や障害者等の交通弱者対策、交通不便地の解消及び公共施
設の利便性の向上を図ることを目的に、平成10年度から実施しているものであ
る｡

ところバスの運行方式は、路線バス事業者と運行協定を締結し、運行による
損失分を市が補償するものであり、令和4年度においても引き続き運行協定を締
結するため債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・主に市内の公共施設を結びながら、市内を循環する東西南北の4路線6コー
　　スにおいて1日66便を運行
  ・路線バス事業者にバスの運行を委託

【債務負担行為】
　・事　項：市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：200,472千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

交通政策

基
本
方
針

交通政策の推進と公共交通
の充実コード 641

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法、所沢市地域公共交通協議会条例

事業名 市内循環バス（ところバス）運行事業
　路線・運賃等を変更する際には、公募市民を含む外部委員等に
より構成される所沢市地域公共交通協議会に変更内容を諮問す
る。

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 交通政策費

-
 
4
4
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

予算額(千円)節

計

細 　節 　名 　称細節

歳
　
入

款 款 名 称

計

コード 641

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法、所沢市地域公共交通協議会条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

22,405

　公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
るほか、「ところワゴン」の実証運行のため、交通不便地域の住
民との協働によりルートの検討や改善を進める。

総合計画の体系
章

基
本
方
針

交通政策の推進と公共交通
の充実

交通政策

予算額(千円)科 目 名 称

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

交通政策費

事業名 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業

事業費総額 －　　

現在、市内各地域の交通弱者等に対する円滑な交通手段の確保が喫緊の課題
である。また、駅を中心とした一定の範囲を市民の生活圏としてとらえた新た
な視点が所沢市都市計画マスタープランに示されたことを踏まえ、駅を中心と
したコンパクトな街づくりと合わせて、駅へのアクセスの向上が求められてい
る。

本事業は、住まいと、駅周辺の都市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築
に向けた取組として、新たな公共交通である乗合ワゴン「ところワゴン」の実
証運行を行うものである。

ところワゴンの運行方式は、タクシー事業者と運行協定を締結し、運行によ
る損失分を市が補償するものであり、令和4年度においても引き続き運行協定を
締結するため債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・三ケ島地区の2コースにおいて1日24便を運行
  ・タクシー事業者にワゴンの運行を委託

【債務負担行為】
　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償
　・期　間：令和4年度まで
　・限度額：22,405千円

・上尾市：コミュニティバスの改編
・さいたま市：地域住民主体によるコミュニティタクシーの運行
・入間市：コミュニティバスの改編及び乗合ワゴンの運行
・坂戸市：コミュニティバスの改編及び乗合ワゴンの運行

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明

-
 
4
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 2 説明 消防団費

事業名 消防団員退職報償金支給事業（入団促進事業の一環）
なし

事業費総額 ５,１８０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等
消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令、所沢
市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入 消防団員退職報償金受入金 5,180

5,180

　消防団員への退職報償金支給に当たっては、消防団員等公務災害補償等共済
基金から資金を一時的に市の歳入として受け入れ、所沢市非常勤消防団員に係
る退職報償金の支給に関する条例に基づき当該退職者に支出している。
　当初見込みに比べ、退職者数の増加により予算額の不足が見込まれることか
ら不足分について増額するものである。
　
　　　　　　　  〔当初〕　　　　　　〔年度末見込〕
　退職者数　　　　16名　　　　→　　　 　37名
　※退職報償金が発生する団歴5年以上の団員に限る。

　年度末見込額　　　　　 13,077,000円
　当初予算額　　　－）　　7,897,000円
　補正額　　　　　　　　　5,180,000円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 31 消防団員退職報償金 5,180

計 5,180
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

事業名 風水害等に伴う緊急時対応事業
なし

事業費総額 ３０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
危機管理・防
災

基
本
方
針

災害応急対策の充実
コード 163

根拠法令等
埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定、所沢市地域防
災計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

被災者生活再建支援法が適用されない地域において、自然災害が発生し、住
宅が半壊するなどした世帯の生活再建を支援するため、埼玉県及び県内の全市
町村は、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定に基づき、埼玉県・
市町村半壊特別給付金等を支給している。

令和3年2月13日に発生した福島県沖を震源とする地震により、さいたま市の3
世帯が被災したことに伴い、本支援制度により計1,375千円を支給したため、そ
の一部を埼玉県内の全ての市町村が世帯数等に応じて負担するものである。

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 51
埼玉県・市町村被災者安心支援制度
負担金

30

計 30
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内の全ての市町村において、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本
協定に基づき、同様の対応を行っている。

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

西武鉄道所沢車両工場跡地を含む所沢駅西口地区については、本市の表玄関
にふさわしい魅力と活力ある街を創出するため、土地区画整理事業と市街地再
開発事業の一体的施行により、都市基盤の整備及び計画的な土地利用を誘導す
る街づくりを行っている。

この度、令和3年度の国費の当初内定額に加え、国から県を通じて所沢駅西口
土地区画整理事業に対する補正予算受入れに係る意向確認があったことから、
予定していた事業を前倒しして行うため、必要な費用を増額するとともに、継
続費の年割額を変更するものである。
（国補助：補助率1/2）

【事業概要】
　・物件調査委託：非木造1件
　・都市計画道路所沢駅ふれあい通り線（その2）土工・構造物工：一式

　

【近隣自治体における市街地再開発事業との一体的施行の土地区画整理事業】
　・東京都中央区：湊二丁目東土地区画整理事業
　・東京都中野区：中野二丁目土地区画整理事業

事  業  概  要  調  書

所沢駅西口会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

1 1 2 説明 事業費

事業名 所沢駅西口土地区画整理事業
　関係権利者、住民への説明会や戸別訪問等を行い、事業に対す
る理解と協力を得ながら事業を進めている。

事業費総額 ８４,０００ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

根拠法令等
都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢駅西口土地区画整
理事業施行に関する条例、社会資本整備総合交付金交付要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

3 市債

計

12

科 目 名 称 予算額(千円)

1 国庫支出金 社会資本整備総合交付金 41,000

所沢駅西口土地区画整理事
業債

43,000

84,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

15 物件調査委託料 6,000

14 31 道路新設工事 78,000

1,461,000 1,010,000 1,078,900

計 84,000

歳出 1,461,000 1,010,000 1,078,900

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

-
 
4
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
　県内の他の自治体においても、同様の制度を実施している。 なし

歳入
歳出

計 452,683
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

18 35 訪問看護療養費 17,740

452,683

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 31 一般被保険者療養給付費 434,943

一般被保険者療養給付費のうち、療養給付費及び訪問看護療養費の不足が見
込まれるため、増額するものである。
　
〇療養給付費
【レセプト件数（1件当たり給付額）】
　　　　    　　     [当初]  　　　　　　　　　[年度末見込]
　・64歳以下　 479,000件（13,400円）　→　　478,000件（13,700円）
　・65歳以上　 717,000件（16,000円）　→　　701,000件（16,800円）

　年度末見込額　　　　　18,325,400,000円
　当初予算額　　　－）　17,890,457,000円
　補正額　　　　　　　　   434,943,000円

〇訪問看護療養費
【レセプト件数（1件当たり給付額）】
　　　　    　　     [当初]  　　　　　　 　   [年度末見込]
　・64歳以下　 2,600件（48,000円）　　→　　2,800件（48,600円）
　・65歳以上　 1,100件（63,400円）　　→　　1,200件（63,500円）

　年度末見込額　　　　　212,280,000円
　当初予算額　　　－）　194,540,000円
　補正額　　　　　　　　 17,740,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金 保険給付費等交付金 452,683

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

事業名 一般被保険者療養給付費
なし

事業費総額 ４５２,６８３ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 1 1 説明 一般被保険者療養給付費

-
 
4
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 8,400
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内の他の自治体においても、同様の制度を実施している。 令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

5,600

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 28 出産育児一時金 8,400

　出産育児一時金の不足が見込まれるため、増額するものである。
　
　　　　　　　　　[当初]　　　　　[年度末見込]
　年間給付件数　　 180件　　　→　　　200件

　年度末見込額　　　　　　　 　84,000,000円
　当初予算額　　　　－）　　　 75,600,000円
　補正額　　　　　　　　　　　  8,400,000円
　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

5 繰入金 出産育児一時金等繰入金 5,600

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

事業名 出産育児一時金
なし

事業費総額 ８,４００ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 5 1 説明 出産育児一時金

-
 
5
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内の他の自治体においても、同様の制度を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 4
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 51 出産育児一時金支払事務委託料 4

　出産育児一時金の増額に伴い、埼玉県国民健康保険団体連合会に支払う出産
育児一時金支払事務委託料について増額するものである。

　　　　　　　　　[当初]　　　　　[年度末見込]
　年間給付件数　　 180件　　　→　　　200件
　
　年度末見込額　　　　　42,000円
　当初予算額　　　－）　38,000円
　補正額　　　　　　　 　4,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

事業名 出産育児一時金支払事務委託費
なし

事業費総額 ４ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 5 2 説明 出産育児一時金支払事務委託費

-
 
5
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 3
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内の他の自治体においても、同様の制度を実施している。 令和4年度(千円) 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 41 その他共同事業事務費拠出金 3

退職者医療制度の該当でありながら一般被保険者となっている被保険者を、
正しい区分に切り替えるための資料作成費用として埼玉県国民健康保険団体連
合会へ支払っている事務費について、不足が見込まれることから増額するもの
である。
　　　　　　　　　　　　　　　[当初]  　　[年度末見込]
　被保険者1人当たり事務単価　　10円　　→　　20円
　　　　　　　　　　　　　　 　※被保険者数：300人
　
　年度末見込額　　　　　6,000円
　当初予算額　　　－）　3,000円
　補正額　　　　　　　　3,000円

 
　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

事業名 共同事業事務費拠出金
なし

事業費総額 ３ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

4 1 1 説明 共同事業事務費拠出金

-
 
5
2
 
-



（単位：千円）

担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 返還額

≪一般会計≫

生活福祉課 中国残留邦人生活支援費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 728

　　　〃 　　　〃 過年度分遺族及留守家族等援護費事務負担金返還金 57

　　　〃 生活困窮者自立促進支援事業費 過年度分生活困窮者自立支援負担金返還金 52,133

　　　〃 　　　〃 過年度分生活困窮者自立支援補助金返還金 6,395

　　　〃 生活保護事務費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 310,417

　　　〃 　　　〃 過年度分生活保護費県負担金返還金 8,172

障害福祉課 障害者支援費 過年度分障害者医療費国庫負担金返還金 1

こども支援課 児童扶養手当費 過年度分母子福祉費補助金返還金 136,007

　　　〃 児童手当費 過年度分子育て世帯への臨時特別給付金補助金返還金 3,216

　　　〃 児童家庭相談費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 475

　　　〃 子育て支援事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,301

　　　〃 　　　〃 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 8,352

こども福祉課 障害児福祉費 過年度分障害児通所給付費等国庫負担金返還金 7,196

　　　〃 　　　〃 過年度分障害児通所給付費等県負担金返還金 3,598

　　　〃 　　　〃 過年度分障害者医療費（育成医療）県負担金返還金 104

青少年課 放課後児童健全育成費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,740

保育幼稚園課 児童福祉運営費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,714

　　　〃 　　　〃 過年度分子どものための教育・保育給付国庫交付金返還金 1,050

　　　〃 　　　〃 過年度分子どものための教育・保育給付費県負担金返還金 525

　　　〃 　　　〃 過年度分保育対策総合支援事業費補助金返還金 6,644

　　　〃 　　　〃 過年度分延長保育事業費補助金返還金 40

　　　〃 私立幼稚園費 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 2,457

　　　〃 　　　〃 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 555

令和３年度　補正予算　補助金等返還金

-
 
5
3
 
-



担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 返還額

≪一般会計≫

健康管理課 各種予防接種費 過年度分疾病予防事業費等補助金返還金 14,998

健康づくり支援課 母子保健事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 3,306

　　　〃 　　　〃 過年度分母子保健衛生費補助金返還金 1,709

　　　〃 　　　〃 過年度分未熟児養育医療県負担金返還金 1,752

≪国民健康保険特別会計≫

国民健康保険課 補助金等返還金 国庫補助金等返還金 135

-
 
5
4
 
-



（単位：千円）

担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

危機管理室 消防団費 団員報酬 △ 1,762

　　　〃 　　　〃 被服費 △ 2,769

　　　〃 災害対策費 総合防災訓練会場設営業務委託料 △ 2,700

　　　〃 　　　〃 防災訓練交付金 △ 1,870

企画総務課 所沢ブランド推進事業費 記念品 △ 3,625

　　　〃 　　　〃 外国旅費 △ 1,722

　　　〃 　　　〃 手数料 △ 7,420

　　　〃 　　　〃 会場設営委託料 △ 20,816

　　　〃 　　　〃 輸送オペレーション支援業務委託料 △ 1,009

　　　〃 　　　〃 入場料 △ 70,300

　　　〃 　　　〃 宿泊施設使用料 △ 1,266

　　　〃 　　　〃 東京オリンピック・パラリンピック県共同事業負担金 △ 16,596

広報課 広報事務費 印刷製本費 △ 3,300

デジタル戦略課 情報化推進費 手数料 △ 3,580

　　　〃 　　　〃 事務機器借料 △ 1,586

　　　〃 　　　〃 埼玉県情報セキュリティクラウド共同運営負担金 △ 2,720

　　　〃 基幹システム推進費 システム維持管理委託料 △ 1,366

職員課 職員管理費 会計年度任用職員報酬 △ 1,434

　　　〃 　　　〃 期末手当（会計年度任用職員分） △ 1,882

　　　〃 　　　〃 年末調整用データ作成業務委託料 △ 1,358

　　　〃 職員厚生費 会計年度任用職員労働保険料 △ 2,447

財政課 利子 衛生債 △ 10,717

　　　〃 　　　〃 土木債 △ 10,715

　　　〃 　　　〃 教育債 △ 9,645

　　　〃 　　　〃 臨時財政対策債 △ 4,659

  令和３年度　３月補正予算　減額補正（△1,000千円以上）

-
 
5
5
 
-



担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

管財課 財産維持管理費 光熱水費 △ 7,000

　　　〃 自動車管理費 自動車購入費 △ 3,637

市民税課 市民税等賦課事務費 入力業務委託料 △ 3,500

資産税課 資産税賦課事務費 固定資産評価支援業務委託料 △ 2,530

地域づくり推進課 自治振興費 市民フェスティバル補助金 △ 3,500

　　　〃 中富南コミュニティセンター費 施設改修工事（施設整備事業分） △ 9,075

文化芸術振興課 文化芸術振興費 空飛ぶ音楽祭実行委員会補助金 △ 2,828

市民課 戸籍住民基本台帳事務費 会計年度任用職員報酬 △ 11,069

　　　〃 　　　〃 費用弁償（会計年度任用職員分） △ 1,900

　　　〃 　　　〃 通信運搬費 △ 15,391

防犯交通安全課 交通対策費 西所沢駅西口開設事業費負担金 △ 57,000

　　　〃 自転車対策費 事業用備品費 △ 18,618

　　　〃 防犯対策費 会計年度任用職員報酬 △ 2,376

　　　〃 　　　〃 客引きパトロール等警備業務委託料 △ 2,536

高齢者支援課 老人生きがい対策費 敬老行事交付金 △ 22,500

　　　〃 老人福祉センター費 燃料費 △ 2,171

　　　〃 　　　〃 光熱水費 △ 2,640

　　　〃 　　　〃 送迎バス委託料 △ 1,370

介護保険課 介護保険特別会計繰出金 介護保険特別会計へ繰出（事務費分） △ 20,200

こども支援課 子育て支援事業費 地域子育て支援拠点事業委託料 △ 2,912

　　　〃 　　　〃 一般型一時預かり事業委託料 △ 11,067

　　　〃 子育て世帯生活支援特別給付金費 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の世帯分） △ 163,800

保育幼稚園課 児童福祉運営費 育児休業復帰後特別預かり事業費補助金 △ 1,251

　　　〃 　　　〃 保育士宿舎借上補助事業費補助金 △ 41,879

　　　〃 　　　〃 子ども・子育て支援に係る実費徴収助成金 △ 7,255

　　　〃 保育園運営費 保育園人材派遣委託料 △ 7,369

　　　〃 保育園施設費 冷暖房機等保守委託料 △ 1,304

　　　〃 　　　〃 施設改修工事 △ 3,960

　　　〃 私立幼稚園費 幼稚園等保護者負担軽減補助金 △ 10,412

-
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

国民健康保険課 老人医療費 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金 △ 8,946

　　　〃 後期高齢者医療特別会計繰出金 後期高齢者医療特別会計へ繰出（保険基盤安定分） △ 27,871

　　　〃 国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険特別会計へ繰出（事務費分） △ 8,124

　　　〃 　　　〃 国民健康保険特別会計へ繰出（財政安定化支援事業分） △ 5,424

　　　〃 　　　〃 国民健康保険特別会計へ繰出（運営費分） △ 866,267

健康管理課 保健事業費 成人歯科検診委託料 △ 3,228

　　　〃 各種予防接種費 抗体検査委託料 △ 13,735

健康づくり支援課 健康指導費 育児休業等代替人材派遣委託料 △ 12,328

　　　〃 歯科衛生指導費 嘱託医報酬 △ 1,080

　　　〃 　　　〃 助手報償 △ 1,223

みどり自然課 みどり推進費 保全緑地用地購入費 △ 6,542

資源循環推進課 清掃総務事務費 一般廃棄物減量化方策支援業務委託料 △ 10,799

　　　〃 一般廃棄物最終処分場整備費 物件調査委託料 △ 2,555

　　　〃 減量・リサイクル推進費 集団資源回収実施団体報償 △ 5,100

　　　〃 　　　〃 古着・古布及び陶磁器回収運搬業務委託料 △ 2,077

収集管理事務所 塵芥処理費 一般廃棄物収集運搬業務委託料 △ 2,730

産業振興課 産業振興費 企業立地等奨励金 △ 9,898

商業観光課 商業振興費 ところざわまつり開催費分担金 △ 4,000

都市計画課 都市計画事務費 都市計画基礎調査業務委託料 △ 6,370

　　　〃 　　　〃 特定生産緑地指定支援業務委託料 △ 1,140

　　　〃 　　　〃 マンション管理実態調査業務委託料 △ 1,502

　　　〃 交通政策費 地域公共交通計画策定業務委託料 △ 1,188

市街地整備課 土地区画整理事務費 土地区画整理事業推進支援補助金 △ 10,469

　　　〃 中心市街地整備費 土地評価業務委託料 △ 1,043

建築指導課 建築指導・建築確認費 我が家の耐震診断・耐震改修補助金 △ 1,400

所沢駅西口区画整理事務所 所沢駅ふれあい通り線道路築造費 設計委託料 △ 3,400

道路建設課 道路新設改良等工事費 不動産鑑定料 △ 1,712

　　　〃 　　　〃 物件調査委託料 △ 7,381

　　　〃 　　　〃 登記委託料 △ 1,949

　　　〃 　　　〃 市道拡幅用地購入費 △ 15,922
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

道路建設課 道路新設改良等工事費 県道所沢青梅線歩道用地購入費 △ 6,949

　　　〃 　　　〃 物件移転等補償料 △ 118,343

　　　〃 橋りょう新設改良費 不動産鑑定料 △ 1,462

　　　〃 　　　〃 物件調査委託料 △ 1,304

　　　〃 　　　〃 道路改良等舗装新設工事 △ 2,000

　　　〃 　　　〃 市道拡幅用地購入費 △ 13,415

　　　〃 　　　〃 物件移転等補償料 △ 67,673

計画道路整備課 北野下富線道路築造費 用地購入費 △ 26,906

　　　〃 　　　〃 物件移転等補償料 △ 9,900

公園課 公園費 光熱水費 △ 4,500

　　　〃 　　　〃 公園施設整備工事 △ 1,303

　　　〃 　　　〃 北秋津・上安松地区都市緑地用地購入費 △ 31,320

　　　〃 所沢カルチャーパーク建設費 警備委託料 △ 4,524

議会事務局 議員費 費用弁償 △ 1,102

選挙管理委員会事務局 衆議院議員選挙執行費 時間外及び休日勤務手当 △ 3,595

　　　〃 　　　〃 消耗品費 △ 4,283

　　　〃 　　　〃 印刷製本費 △ 1,948

　　　〃 　　　〃 通信運搬費 △ 1,149

　　　〃 　　　〃 投票事務業務委託料 △ 1,530

　　　〃 　　　〃 ポスター掲示板作成等業務委託料 △ 1,909

教育総務課 教育委員会事務局総務費 会計年度任用職員社会保険料 △ 10,000

　　　〃 　　　〃 会計年度任用職員健康診断委託料 △ 1,000

　　　〃 小学校運営費 自動車借料 △ 2,570

　　　〃 要保護及び準要保護児童費 要保護及び準要保護児童就学援助費 △ 9,804

　　　〃 　　　〃 要保護及び準要保護生徒就学援助費 △ 8,670

教育施設課 教育施設事務費 会計年度任用職員報酬 △ 1,485

　　　〃 小学校施設維持管理費 体育施設安全点検委託料 △ 1,056

　　　〃 　　　〃 公共建築物定期点検委託料 △ 6,069

　　　〃 　　　〃 小学校ＬＥＤ化整備事業調査業務委託料 △ 1,056

　　　〃 　　　〃 施設改修工事（施設整備事業分） △ 17,105

-
 
5
8
 
-



担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

教育施設課 中学校施設維持管理費 公共建築物定期点検委託料 △ 1,487

　　　〃 　　　〃 施設改修工事（施設整備事業分） △ 8,668

社会教育課 公民館運営費 光熱水費 △ 8,000

　　　〃 公民館施設維持管理費 冷暖房機等保守委託料 △ 4,259

　　　〃 　　　〃 公民館施設管理業務委託料 △ 3,680

スポーツ振興課 体育事務費 被服費 △ 1,250

　　　〃 体育事業費 所沢シティマラソン大会実行委員会交付金 △ 5,458

　　　〃 　　　〃 スポーツ協会補助金 △ 1,040

　　　〃 ナショナルトレーニングセンター事業費 謝礼 △ 1,320

　　　〃 　　　〃 会場借料 △ 3,655

　　　〃 体育施設運営費 光熱水費 △ 7,215

　　　〃 　　　〃 市民プール運営管理業務委託料 △ 30,000

生涯学習推進センター 生涯学習推進センター費 印刷製本費 △ 1,500

学校教育課 放課後支援事業費 期末手当（会計年度任用職員分） △ 1,661

保健給食課 保健事業費 健康診断用器具滅菌消毒委託料 △ 1,200

　　　〃 学校給食施設費 光熱水費 △ 6,000

　　　〃 　　　〃 冷暖房機等保守委託料 △ 1,000

　　　〃 　　　〃 廃水処理施設油運搬処理委託料 △ 1,170

教育センター 教育センター費 教育ネットワークシステム運用管理委託料 △ 2,051

　　　〃 　　　〃 教育用コンピュータ等借料 △ 3,822
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪国民健康保険特別会計≫

国民健康保険課 総務事務費 窓口業務等委託料 △ 4,924

　　　〃 　　　〃 レセプト点検業務委託料 △ 3,200

　　　〃 疾病予防費 生活習慣病重症化予防対策事業負担金 △ 8,000

　　　〃 　　　〃 健康診断補助金 △ 5,700

　　　〃 特定健康診査等事業費 手数料 △ 1,477

　　　〃 　　　〃 特定健康診査等委託料 △ 69,391

≪介護保険特別会計≫

介護保険課 介護認定審査会費 費用弁償 △ 6,600

　　　〃 　　　〃 手数料 △ 9,800

　　　〃 認定調査等費 介護保険訪問調査委託料 △ 3,800

≪後期高齢者医療特別会計≫

国民健康保険課 後期高齢者医療広域連合納付金 保険基盤安定納付金 △ 27,871

≪所沢駅西口区画整理特別会計≫

所沢駅西口区画整理事務所 事業費 下水管新設工事 △ 3,400

　　　〃 　　　〃 物件移転等補償料 △ 210,105

　　　〃 利子 所沢駅西口土地区画整理事業債利子 △ 11,950

-
 
6
0
 
-



（単位：千円）

補正前 補正後

デジタル戦略課 無線ＬＡＮアクセスポイント整備事業 情報化推進費 2,926 2,500 2,500

デジタル戦略課 キャッシュレス決済導入事業 情報化推進費 2,517 2,000 2,000

防犯交通安全課 市営自転車駐車場感染拡大防止対策事業（キャッシュレス決済導入） 自転車対策費 162,641 120,000 140,035

障害福祉課 福祉施設応援給付金支給事業（障害者施設分） 障害福祉総務費 33,195 29,500 29,500

高齢者支援課 福祉施設応援給付金支給事業（高齢者施設分） 老人援護対策費 5,020 4,500 4,500

介護保険課 福祉施設応援給付金支給事業（介護施設分） 老人援護対策費 82,227 74,000 74,000

健康管理課 新型コロナウイルスワクチン接種事業（3回目接種協力金） 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 20,016 10,000 17,000

資源循環推進課 非プラスチック製容器等使用促進支援事業 清掃総務事務費 10,000 7,000 7,000

産業振興課 外出自粛等関連事業者支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 産業振興費 280,528 225,000 245,000

産業振興課 新型コロナウイルスワクチン共同接種支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 産業振興費 21,643 18,000 14,000

都市計画課 交通事業者支援給付事業 交通対策費 14,940 14,000 14,000

教育総務課 小・中学校修学旅行等のキャンセル料等支援事業 小学校運営費・中学校運営費 11,608 6,000 6,000

合計 647,261 512,500 555,535

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時交付金
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